





































































































































































































判昭和48･ 4 ･ 4 刑集27-3-265）、②（旧）薬事法 6 条 2 項に関して、職業選択の自由を保障した憲
法22条 1 項に違反すると判断した、薬事法距離制限規定違憲判決（最大判昭和50･ 4 ･30民集29-4-
572）、③（旧）公職選挙法13条 1 項・別表一に関して、法の下の平等を保障した憲法14条 1 項に違反
すると判断した、衆議院議員定数配分規定違憲判決（最大判昭和51･ 4 ･14民集30-3-223）、④同じ





判平成14･ 9 ･11民集56-7-1439）、⑦（旧）公職選挙法附則 8項に関して、選挙権や普通選挙の原則
を定めた憲法15条 1 項・ 3項、43条 1 項、44条但書に違反すると判断した、在外邦人選挙権制限規
定違憲判決（最大判平成17･ 9 ･14民集59-7-2087）、⑧（旧）国籍法 3条 1項に関して、法の下の平

















































任命し（79条 1 項）、天皇が認証する（ 7条 5号）ことで選任されるが、実際上は、裁判官出身者 6



















大判平成14･ 9 ･11民集56-7-1439）、②在外邦人選挙権制限規定違憲判決（最大判平成17･ 9 ･14民集












































































すべきことは、当裁判所の判例（最大判昭和52･ 7 ･13民集31巻 4 号533頁、最大判平成 9 ･ 4 ･ 2 民集





















































































































































































































































判決（最大判平成14･ 9 ･11民集56-7-1439）、在外邦人選挙権制限規定違憲判決（最大判平成17･ 9 ･14




（最大判昭和48･ 4 ･ 4 刑集27-3-265）、②（旧）薬事法 6 条 2 項に関して、薬事法距離制限規定違
憲判決（最大判昭和50･ 4 ･30民集29-4-572）、③（旧）公職選挙法13条 1 項・別表一に関して、衆





成17･ 9 ･14民集59-7-2087）、⑧（旧）国籍法 3条 1項に関して、国籍法要件規定違憲判決（最大判




14･ 9 ･11民集56-7-1439）、②在外邦人選挙権制限規定違憲判決（最大判平成17･ 9 ･14民集59-7-










断し（最大判平成23･ 3 ･23民集65-2-755）、また、参議院議員の選挙区選挙について、較差 5 倍程
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（24）	 国籍法要件規定違憲判決（最大判平成20･ 6 ･ 4 民集62-6-1367）に関する評釈としては、以下のも
のを参照。山元一「国籍法違憲大法廷判決」（『平成20年度重要判例解説』、2009年）13頁以下、前





決）」（『速報判例解説』vol.4、2009年） 9 頁以下、金亮完「国籍法 3 条 1 項の規定のうち、準正を
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（30）	 郵便法賠償責任制限規定違憲判決（最大判平成14･ 9 ･11民集56-7-1439）、在外邦人選挙権制限規









下級審判決において、「合憲」としたものが 2つ（東京高判平成22･ 3 ･11、札幌高判平成22･ 4 ･27）、
「違憲状態」としたものが 3 つ（東京高判平成22･ 2 ･24、福岡高那覇支判平成22･ 3 ･ 9 、高松高判
平成22･ 4 ･ 8 ）、「違憲」としたものが 4つ（大阪高判平成21･12･28、広島高判平成22･ 1 ･25、福岡





成23･ 1 ･25、広島高松江支判平成23･ 1 ･26、大阪高判平成23･ 1 ･28、福岡高宮崎支判平成23･ 1 ･28、
名古屋高判平成23･ 2 ･24、札幌高判平成23･ 2 ･24、名古屋高金沢支判平成23･ 2 ･28）、「違憲」とし
たものが 3つ（東京高判平成22･11･17②、高松高判平成23･ 1 ･25、福岡高判平成23･ 1 ･28）であっ
た。
（39）	 非嫡出子相続分差別規定違憲訴訟において、最高裁は、平成 7年決定以降も一貫して合憲との判
断を行っている（最一判平成12･ 1 ･27判時1707-121、最二判平成15･ 3 ･28判時1820-62、最一判平






（40）	 現在の実質的な争点は、民法900条 4 号但書の規定について、どの時点から違憲に転ずると考え
るか、そして違憲判断を示した場合の財産関係の安定をどのように図るか、という点にあると指摘
されている（土井・前掲注（ 2）166頁参照）。
